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職員の給与については、２０・
２１ページの「給与公表」をご
参照ください。
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※安城市の給与条例に基づく給料表の級別による職員数です。職務内容は、それぞれの級に該当す
　る代表的なものです。

一般行政職の級別職員数の状況＜１７年４月１日現在。（　）内は１６年度＞

計
１０級９級８級７級区　分
部長
次長

課長
主幹課長補佐課長補佐

副主幹
標準的な
職務内容

５８９（５８９）人２７（２７）人４２（４１）人７０（７５）人４９（５１）人職員数
１００．０％４．６％７．１％１１．９％８．３％構成比

６級５級４級３級２級１級区　分
係長
専門主査主査主事

技師
主事補
技師補主事補標準的な

職務内容
１０３（９２）人１２８（１２３）人１１２（１２９）人３１（３４）人２１（１３）人６（４）人職員数
１７．５％２１．７％１９．０％５．３％３．６％１．０％構成比

計
６０歳
以上

５６～
５９歳

５２～
５５歳

４８～
５１歳

４４～
４７歳

４０～
４３歳

３６～
３９歳

３２～
３５歳

２８～
３１歳

２４～
２７歳

２０～
２３歳

２０歳
未満

区　分

１，０８２０１０３１８６１２７９２８４１１７９１１０５１１０６４３職員数（人）
１０００．０９．５１７．２１１．７８．５７．８１０．８８．４９．７１０．２５．９０．３構成比（％）

年齢別職員数の状況＜１７年４月１日現在＞

１．職員数及び職員の任免状況＜平成１６年度＞
退職者数採用者数

職員数
４８人２６人

その他（分限・懲戒免職ほか）定年など選考試験競争試験
１,０８２人

１人４７人６人２０人
※職員数は、安城市職員定数条例に定められた職員定数です。

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者・派遣職員などを含
　み、再任用、臨時または非常勤職員は除きます。

部門別職員数の状況と主な増減理由＜１７年４月１日現在＞

主　な　増　減　理　由対前年
増減数

職員数区分 １７年１６年
一般行政部門

欠員不補充－１８９議会
契約検査体制のスタッフ充実など＋４１５７１５３総務

０６０６０税務
保育園における業務見直しによる減など－１２３１９３３１民生
し尿処理業務の内容見直しによる減など－５９０９５衛生

０２２労働
土地改良業務減など－３２８３１農林水産
万博関連業務増＋１８７商工
用地買収事業の縮小による減など－３１１０１１３土木

－１９７８２８０１小計
特別行政部門

文化振興事業のスタッフ充実など＋３１５１１４８教育
０００消防
＋３１５１１４８小計
－１６９３３９４９普通会計の計

公営企業等会計部門
０４３４３水道
０２９２９下水道　
区画整理事業縮小による減など－４７７８１その他

－４１４９１５３小計
－２０１，０８２１，１０２合　　　　計
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３．職員の分限・懲戒処分の状況
（１）職員の分限処分

４人心身の故障のため長期休養

（２）職員の懲戒処分

１人免職収賄等関係

５人減給監督責任関係

１人戒告一般職務違反関係

４．職員の服務の状況
服務制度に関する研修などの実施状況
�地方公務員法に定められた、市職員としての義務を周知徹底させるため、新規採用職員研修や階
層別研修などにおいて実施している。また、通知文書により徹底を図っている。

２．勤務時間などの状況
（１）勤務時間

午前８時３０分～午後５時１５分
８時間正規の勤務時間

午後０時１５分～午後１時休憩時間

午後１時～５時
１５分で１５分間

正午～
午後０時１５分休息時間

育児休業取得者数（平成１６年度中に新たに育
児休業または部分休業を取得した職員）

（２）

女性男性合計区　分

１５人１人１６人育児休業取得者数

２人０人２人部分休業取得者数

５．職員の研修及び勤務成績の評定などの状況
（１）研修

新規採用職員研修、吏員任用研修、勤
務評定研修、課長補佐研修、課長研修

一般研修
（職務に応じた能力開発）

政策課題研修、政策法務研修、プレゼ
ンテーション研修など

特別研修
（技術的実務遂行のための能力開発）

自治大学校、国土交通大学校、市町村
職員中央研修所など

派遣研修
（研修機関が行う研修会に派遣）

（２）勤務評定

第１～４次評定者により、各職員に
与えられた１０の要素について評定を
行います。

制度の概要

職員に割り当てられた職務及び責任
を遂行した実績、能力並びに適格性
を統一的に記録して、人事管理の合
理化及び公務能率の増進を図ります。

目　的

６．職員の福祉の状況
（１）共済組合等負担金

１，１４２，５７０千円金額

１，０４７千円職員１人当たりの負担額

（２）職員互助会補助金

２０，９０６千円金額

２０千円職員１人当たりの負担額

（４）安全衛生管理体制

（ア）概要
�職員の安全確保、健康の保持・増進などを
効率的に推進するために、規程を定め安全衛
生管理体制を整備している。
　また、調査審議機関として、総括安全衛生
委員会などを設置している。

（イ）健康診断・健康指導
※そのほか、産業医、
保健師により健診結果
に基づく事後管理、健
康管理研修などを実施。

８０６件人間ドック

２８件成人病健診

１９８件定期健康診断

１，０３２件計

（３）職員の災害補償

３件公務災害

６，９３３千円公務災害負担金
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以下の表は、総務省の定めた公表様式に
基づくもので、数値は、主に「地方公務
員給与実態調査」及び「地方公共団体定
員管理調査」を基礎にしています。

�

特集　人事行政の運営状況及び給与について

給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与公公公公公公公公公公公公公公公公公公公公表表表表表表表表表表表表表表表表表表表表給与公表

※人件費には特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

１５年度の
人件費率

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費
（Ｂ）実質収支歳出額

（Ａ）
住民基本台帳人口
（１７年３月３１日現在）

％％千円千円千円人＜１６年度普通会計決算＞
１６．５１７．２８，６１６，７１９１，９２２，３２０５０，０５７，９５７１６５，１９１

人件費の状況

職員給与費の状況
１人当たりの給与費
（Ｂ／Ａ）

給　　　与　　　費職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当給　　料

千円千円千円千円千円人＜１７年度普通会計予算＞
６，７５６５，９９２，７１２１，５１８，６２７９７２，１３１３，５０１，９５４８８７（１３）
千円千円千円千円千円人＜１６年度普通会計予算＞
６，６７４６，００７，０４７１，５１９，０７７９７５，０６７３，５１２，９０３９００（５）

※給与費は当初予算に計上された額。職員手当には退職手当を含みません。
※（　）は、再任用短時間勤務職員数を外書きで表示しています。

平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況
技　能　労　務　職一　般　行　政　職

区　分
平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額
４７．８歳３４６，５１２円２９９，７９８円４３．２歳４２３，９８７円３６２，７５４円＜１７年４月１日現在＞

安城市
４８．３歳３４８，２８０円３０１，９０９円４３．３歳４２５，７４５円３６４，２８０円＜１６年４月１日現在＞
４８．１歳�２８５，００８円４０．３歳�３２９，７２８円＜１７年４月１日現在＞国

※平均給与月額は、毎月決まって支給されるものの平均です。

一般行政職の平均給料月額の状況
経験年数
２０年

経験年数
１５年

経験年数
１０年

採用２年
経過日決定初任給区　　　分

３８２，２０７円３３１，９７３円２８０，６１３円１９０，２００円１７７，４００円大学卒
＜１７年４月１日現在＞

安城市
�２８３，０００円２３４，６００円１５４，３００円１４３，３００円高校卒

３７９，２３８円３３０，２７８円２７８，３００円１９０，２００円１７７，４００円大学卒
＜１６年４月１日現在＞

��２３９，０５０円１５４，３００円１４３，３００円高校卒
���１９８，６００円１７９，８００円Ⅰ種

大学卒
＜１７年４月１日現在＞国 ���１８４，４００円１７０，７００円Ⅱ種

���１４８，５００円１３８，８００円高校卒
※経験年数とは、卒業後すぐに採用され、引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

期末手当月額区　　　分

　６月期　
　　１．６０月分
　１２月期
　　　　１．７０月分
　計３．３０月分

１，０１８，０００円市　長
給料 ８３３，０００円助　役

７５６，０００円収入役
５５２，０００円議　長

報酬 ５１０，０００円副議長
４５５，０００円議　員

特別職の報酬等の状況＜１７年４月１日現在＞

※市長の給料月額については、特例条例により平成１５年４月１日から平成１９年２月１４日までは、この表の月額から３０％減額されて
　います。また、期末手当及び退職手当の算定基礎となる給料月額についても３０％減額されています。

支給時期算定方法区　　　分

任期毎

１，０１８，０００円
×在職月数×４６／１００市　長

退職
手当

８３３，０００円
×在職月数×３０／１００助　役

７５６，０００円
×在職月数×２３／１００収入役
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技能労務職一般行政職全職員区　　　分
９７人

（１０７人）
５８９人

（５９３人）
１，０５３人

（１，０６１人）職員数（Ａ）

１７人
（１０人）

６１人
（７５人）

１１５人
（１５２人）

普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１７．５％
（９．３％）

１０．４％
（１２．６％）

１０．９％
（１４．３％）比　率（Ｂ）／（Ａ）

昇給期間短縮の状況＜１６年度（１５年度）＞
＜各年４月１日現在＞

平成１１年度平成１６年度区　　　分
１０１．８９９．１安城市
１００．７１０１．０愛知県

ラスパイレス指数の状況

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を
　１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指標で
　す。

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成１６年度決算）

支給実績
（平成１６年度決算）

区　　分

２５６，３６９円１２１，５１９千円

扶養親族のある職員に支給
配偶者１３，５００円、配偶者以外の親族２人目まで１人につき
６，０００円（扶養親族でない配偶者がある場合、子など１人目
６，５００円）、３人目以降１人につき５，０００円、１６歳から２２歳まで
の子１人につき５，０００円

扶養手当

１０４，６６８円６０，４９８千円
月額１４，１００円以上の家賃については額に応じて最高２７，０００円
まで支給

住居手当

８８，３０４円９５，１０３千円交通機関での通勤者に最高５５，０００円まで支給通勤手当
７８７，８６０円１２３，６９４千円管理職の責任の度合いに応じて支給（給料の１２％～１９％）管理職手当

４４，９３８円１，４２５千円

庁外で行う市税の賦課に係る調査など賦課徴収手当

特殊勤務手当
感染症にかかるおそれがある業務など危険手当
犬、猫の死体処理の業務に従事したときなど不快手当

土木作業用特殊機械を使用して行う業務に従事し
たときなど

特殊勤務手当

その他の手当

調整手当＜１６年度決算＞
４４１，１６１千円支給実績

１０％支給率
１，０８８人支給対象職員数

４０５，４７８円支給対象職員１人当たり
平均支給年額

時間外勤務手当
１５年度１６年度区　　　分

２７３，３５８千円２７１，９５２千円支給実績

２９２千円２９２千円
職員１人当たり
平均支給年額

職員手当の状況＜１７年４月１日現在＞
国安城市区　　　分
勤　勉期　末勤　勉期　末

期
末
・
勤
勉
手
当

０．７０月分１．４０月分０．７０月分１．４０月分６月期
０．７０月分１．６０月分０．７０月分１．６０月分１２月期
１．４０月分３．００月分１．４０月分３．００月分計

�５６５千円１，２０２千円１６年度１人当た
り平均支給額
※職制上の段階・職務の級などによる加算措置があります。

勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合

退
職
手
当

２７．３０月分２１．００月分２７．３０月分２１．００月分勤続２０年
４２．１２月分３３．７５月分４２．１２月分３３．７５月分勤続２５年
５９．２８月分４７．５０月分５９．２８月分４７．５０月分勤続３５年
５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分最高限度額

�２３，４４２千円８，２８５千円１６年度１人当た
り平均支給額


